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   警視庁警察職員勤務規程 

 警視庁警察職員勤務規程（昭和４７年１２月１６日訓令甲第３６号）の全部を次のよう

に改正する。  

         

目次  

 第１章 総則（第１条・第２条）  

 第２章 勤務制及び勤務時間（第３条－第１４条）  

 第３章 深夜勤務の制限等（第１５条－第１５条の３）  

 第４章 勤務管理（第１６条－第１７条の２）  

 第５章 警察署における本署交替制勤務等（第１８条－第２９条）  

 第６章 当直勤務等  

  第１節 本部所属等の当直勤務（第３０条－第３５条）  

  第２節 島部警察署の宿直勤務（第３６条－第４０条）  

 第７章 服装（第４１条・第４２条）  

 第８章 警察署における監督（第４３条－第５２条）  

 第９章 本部所属等における監督（第５３条）  

 第10章 補則（第５４条－第５８条）  

    附 則 

           

 第１章 総則  

 

 （目的）  

第１条 この規程は、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成７年東京都条例

第１５号。以下「条例」という。）、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規

則（平成７年東京都規則第５５号）等に基づき、警視庁警察職員（以下「職員」という。）

の勤務制等に関する基本的事項を定めることを目的とする。  

 （準拠）  

第２条 職員の勤務制等は、別に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。  

           

 第２章 勤務制及び勤務時間 

  

 （勤務制）  

第３条 職員の勤務制は、毎日制勤務及び交替制勤務とする。 

２ 次の職員は、毎日制勤務とする。ただし、別に定めるところにより、交替制勤務に指

定された職員を除く。 



 ⑴ 警視庁本部勤務の職員  

 ⑵ 警察学校勤務の職員  

 ⑶ 方面本部、特殊詐欺対策本部及びサイバーセキュリティ対策本部勤務の職員 

 ⑷ 警察署長（以下「署長」という。）及び警察署の副署長、課長、課長代理、警察行         

政職員並びに島部警察署の次長以下の職員  

３ 前項各号に掲げる職員以外の職員は、交替制勤務とする。  

４ 所属長は、職務の性質その他特別の事情がある場合には、前２項の規定によらないこ

とができる。  

 （正規の勤務時間）  

第４条 職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）を除く。）

の正規の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間について３８時間４５分とする。ただし、

職務の性質によりこれにより難い場合は、休憩時間を除き、４週間につき１５５時間と

する。 

２  地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」

という。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務（以下「育

児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（育児休業法第１７条の規定による短時間

勤務をすることとなった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）の正規の

勤務時間は、前項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、１週間について当該承認を受け

た育児短時間勤務の内容（同条の規定による短時間勤務をすることとなった職員にあっ

ては、同条の規定によりすることとなった短時間勤務の内容。以下「育児短時間勤務等の

内容」という。）に従った時間とする。  

３ 定年前再任用短時間勤務職員の正規の勤務時間は、休憩時間を除き、２週間につき３

８時間４５分（ある週の１週間について１５時間３０分、翌週の１週間について２３時

間１５分）とする。ただし、職務の性質によりこれにより難い場合は、休憩時間を除き、

４週間につき７７時間３０分とする。  

４ 職員に２暦日にわたり継続する正規の勤務時間を割り振る場合は、当該勤務は、正規

の勤務時間の始期の属する日の勤務とする。  

５ 職員が出張（職員の旅費に関する条例（昭和２６年東京都条例第７６号）第２条第１

項第４号に規定する出張及び同項第５号に規定する赴任をいう。）又は教養（警視庁教養

規程（平成１４年３月２６日訓令甲第９号）に規定する学校教養、職場教養及びその他

の教養に係る教養をいう。）の期間中における勤務時間については、勤務上の命令権者の

別段の指示のない限り、正規の勤務時間により勤務したものとみなす。  

 （週休日）  

第５条 職員の週休日（正規の勤務時間を割り振らない日をいう。以下同じ。）は、次の     

とおりとする。ただし、総務部長が別に定める職員の週休日については、この限りでは

ない。 

⑴   日曜日及び土曜日を週休日（育児短時間勤務職員等については、必要に応じ、当該

育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加えて、月曜日から金曜日までの５



日間において設ける日。第７条の２の規定に基づき正規の勤務時間を割り振り、勤

務時間を定める職員については、１週間ごとの期間につき１日に限り、これらの日

に加えて、月曜日から金曜日までの５日間において設けることができる日）を週休

日とする職員  

    警視庁本部、警察学校、方面本部、特殊詐欺対策本部及びサイバーセキュリティ

対策本部（以下「本部所属等」という。）に勤務する職員（４週間ごとの期間につき

８日の週休日を指定される職員及び定年前再任用短時間勤務職員を除く。）並びに

署長、副署長及び島部警察署の次長のほか、所属長が特に認める職員 

 ⑵ ４週間ごとの期間につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等については、８日以

上で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休日）を指定される職員  

   定年前再任用短時間勤務職員を除く前号以外の職員  

 ⑶ ４週間ごとの期間につき日曜日及び土曜日に加えて、月曜日から金曜日までの２０

日間のうち１０日の週休日を指定される職員  

   本部所属等に勤務する定年前再任用短時間勤務職員 

 ⑷ ４週間ごとの期間につき１８日の週休日を指定される職員  

   前号以外の定年前再任用短時間勤務職員  

２ 前項第２号の職員の週休日の指定は、所属長が行うものとする。  

 （勤務時間の基準）  

第６条 職員の勤務時間は、次の基準に従うものとする。 

区分 

＼ 

勤務制 

勤務時間 

(拘束時間) 

(時間．分) 

休憩時間 

(時間．分) 

休息時間 

(時間．分) 

正規の勤務時間 

(休憩時間を除く｡) 

毎日制勤務 

日 
 

勤 

８．４５ １．００ 

 ０．３０ 

（ただし、

前条第１項

第２号又は

第４号に該

当する職員

に限る。） 

前条第１項第１号に該

当する職員は、月曜日

から金曜日までの５日

間において、１日につ

き７時間４５分  

前条第１項第２号に該

当する職員は、４週間

につき１５５時間、１

日につき７時間４５分 

前条第１項第３号に該

当する職員は、４週間

につき７７時間３０

分、１日につき７時間

４５分 



交替制勤務 

日 

勤 

８．４５ １．００ ０．３０ ４週間につき１５５時

間（ただし、前条第１項

第４号に該当する職員

は、４週間につき７７

時間３０分） 

当 

番 

１５．３０ 

～ 

２５．３０ 

２．３０ 

～ 

１０．００ 

０ 

～ 

１．００ 

 （勤務時間）  

第７条 毎日制勤務の職員の勤務時間は、原則として午前８時３０分から午後５時１５分

までの間とする。 

２ 交替制勤務の職員の勤務時間は、次のとおりとする。  

 ⑴ 日勤日は、原則として午前８時３０分から午後５時１５分までの間  

 ⑵ 当番日は、午前７時３０分から翌日の午前１１時３０分までの間の必要な時間 

（勤務時間等の特例） 

第７条の２ 所属長は、次の職員（定年前再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務職員等

その他総務部長の定める職員を除く。）の請求を承認することが業務の運営に支障がな

いと認める場合は、第６条及び前条の規定にかかわらず、１日についての正規の勤務時

間を４時間から１１時間３０分までの範囲内で割り振り、勤務時間を定めて勤務させる

ことができる。  

⑴ 警戒取締りその他業務上必要がある職員 

⑵ 総務部長の定める期間内にある子を養育する職員 

⑶ 総務部長の定める者の介護を行う職員 

⑷ 総務部長が特に認める職員  

 （休憩時間）  

第８条 所属長は、職員の勤務時間が６時間を超える場合は少なくとも４５分、８時間を

超える場合は少なくとも１時間、継続して一昼夜にわたる場合は１時間３０分以上の休

憩時間を、それぞれ勤務時間の途中に置くものとする。 

２ 毎日制勤務の職員の休憩時間は、原則として正午から午後１時までの間とする。  

３ 交替制勤務の職員の休憩時間は、第６条の基準に従って定めるものとする。  

４ 職員は、休憩時間においても、みだりに勤務場所を離れてはならない。  

 （休息時間）  

第９条 所属長は、第５条第１項第２号又は第４号に該当する職員（次項において単に     

「職員」という。）について、職務に支障のない限り、正規の勤務時間の途中に、その勤

務時間４時間について１５分の休息時間を置くものとする。ただし、これを与えなかっ

た場合においても繰り越すことはできない。 

２ 毎日制勤務の職員の休息時間は、原則として正午から午後０時１５分までの間及び午

後３時から午後３時１５分までの間とする。  

３ 交替制勤務の職員の休息時間は、第６条の基準に従って定めるものとする。  

 （週休日の変更）  



第10条 所属長は、特に勤務することを命ずる必要がある場合は、職員に対して週休日に

勤務を命ずることができる。  

２ 所属長は、週休日に勤務を命ずる場合には、事前に当該週休日の属する週において週

休日を変更するものとする。ただし、やむを得ないときは、当該週休日の前後各２か月

以内の日において週休日を変更することができる。  

 （出勤時刻の変更）  

第11条 所属長は、警戒取締りその他業務上必要がある場合は、出勤時刻を変更して勤務

させることができる。 

２  所属長は、次の職員（育児短時間勤務職員等を除く。）の請求を承認することが業務の

運営に支障がないと認める場合は、出勤時刻を変更して勤務させることができる。  

 ⑴ 総務部長の定める期間内にある子を養育する職員  

 ⑵ 総務部長の定める者の介護を行う職員  

 ⑶ 総務部長が特に認める職員  

 （宿日直勤務）  

第12条 所属長は、正規の勤務時間以外の時間において、毎日制勤務の職員に条例第９条

に規定する宿日直勤務を本規程の定めるところにより命ずることができる。ただし、育

児短時間勤務職員等については、他の職員が当該勤務をすることができない場合に限り、

宿日直勤務を命ずることができる。 

２ 宿日直勤務の勤務時間は、次のとおりとする。  

 ⑴ 宿直勤務  

   午後５時１５分から翌日の午前８時３０分までの間  

 ⑵ 日直勤務 

   日曜日、土曜日及び休日（条例第１１条に規定する休日をいう。以下同じ。）の午        

前８時３０分から午後５時１５分までの間  

３ 所属長は、宿日直勤務を新たに行い、又は宿日直勤務の人員、場所等を変更する場合

は、総務部長（企画課企画管理係経由。以下同じ。）に上申し、その承認を受けるものと

する。    

 （超過勤務）  

第13条 所属長は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合は、職員に対し、正規の勤

務時間以外の時間において第１２条に規定する宿日直勤務以外の勤務（以下「超過勤務」

という。）を命ずることができる。ただし、育児短時間勤務職員等については、公務運営

に著しい支障が生ずると認められる場合に限り、超過勤務を命ずることができる。 

２ 所属長は、職員に超過勤務を命ずる場合には、次の各号に定める時間及び月数の範囲

内で必要最小限の超過勤務を命ずるものとする。  

 ⑴ １か月について１００時間未満  

 ⑵ １年について７２０時間  

 ⑶ １か月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１か月、２か月、３か月、４か

月及び５か月の期間を加えたそれぞれの期間において超過勤務を命ずる時間の１か

月当たりの平均時間について８０時間  



 ⑷ １年のうち、１か月において４５時間を超えて超過勤務を命ずる月数が６か月  

３ 所属長が、特例業務（大規模災害への対処、犯罪の捜査その他の重要な業務であって

特に緊急に処理することを要するものとして所属長が認めるものをいう。以下同じ。）に

従事する職員又は所属長が定める期間及び場合において特例業務に従事していた職員

に対し、前項各号に規定する時間又は月数を超えて超過勤務を命ずる必要がある場合に

ついては、当該超えることとなる時間又は月数に係る部分に限り、同項の規定は適用し

ない。        

 （超勤代休時間）  

第13条の２ 所属長は、職員の給与に関する条例（昭和２６年東京都条例第７５号。以下

「給与条例」という。）第１５条第５項の規定により超過勤務手当を支給すべき職員が請

求した場合は、当該超過勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間（以

下「超勤代休時間」という。）として、正規の勤務時間が割り振られた日及び第１０条第

１項の規定により勤務を命じられた日（以下「勤務日等」という。）（警視庁警察職員の

休日、休暇等に関する規程（平成７年３月３１日訓令甲第１７号）第３条に規定する休

日（同規程第４条の規定により振り替えられた日を含む。）及び同規程第６条に規定する

代休日を除く。以下同じ。）に割り振られた勤務時間のうち、４時間又は７時間４５分を

単位として承認するものとする。この場合において、職員から請求があり、年次有給休

暇の時間に連続して超勤代休時間を承認する場合にあっては、当該年次有給休暇の時間

の時間数と当該超勤代休時間の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間４５分と

なる時間を単位として承認すること。 

２ 前項の規定により超勤代休時間を承認された職員は、当該超勤代休時間には、特に勤

務することを命ぜられる場合を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しな

い。  

３ 第１項に規定する勤務日等は、給与条例第１５条第５項に規定する６０時間を超えて

勤務した全時間に係る月の末日の翌日から起算して２か月以内とする。                

 （休養、出勤猶予及び勤務免除）  

第14条 所属長は、超過勤務に服した職員又は特に過労な勤務に服した職員に対し、２時

間を限度として休養又は出勤猶予を与えることができる。 

２ 所属長は、正規の勤務時間を終えた日に超過勤務を命じ、その超過勤務が午後８時か

ら翌日の午前８時に至る間において６時間以上にわたった場合は、翌日の正規の勤務時

間のうち、７時間４５分以内において勤務を免除することができる。  

  

 第３章 深夜勤務の制限等 

               

 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限）  

第15条 所属長は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育す

るために請求した場合には、業務運営に支障がある場合を除き、午後１０時から翌日の

午前５時までの間（以下「深夜」という。）における勤務をさせてはならない。 

２ 所属長は、警視庁警察職員の休日、休暇等に関する規程第２０条の４第１項に規定す



る要介護者を介護する職員が当該要介護者を介護するために請求した場合には、業務運

営に支障がある場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。  

３ 第１項に規定する深夜勤務の制限は、当該職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。）又は条例第１０条の２第１項に規定するパートナ

ーシップ関係の相手方である当該子の親が、常態として請求に係る子を養育することが

できるものとして、次の各号のいずれにも該当する場合には、適用しない。  

 ⑴ 深夜において就業していない者（深夜における就業日数が１か月について３日以下

の者を含む。）であること。  

 ⑵ 負傷、疾病、老齢又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を養育する

ことが困難な状態にある者でないこと。  

 ⑶ 警視庁警察職員の休日、休暇等に関する規程第１１条第１項に規定する妊娠出産休

暇中の者でないこと、職員以外の場合で、当該休暇に相当する休暇期間中の者でない

こと、又は８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１６週間）以内に出産する予定であ

る者若しくは産後８週間を経過しない者でないこと。  

 ⑷ 請求に係る子と同居している者であること。  

４ 深夜勤務の制限の請求に係る承認等は、所属長が行うものとする。  

５ 職員は、深夜勤務の制限の請求に係る事由に変更が生じた場合は、所属長に届け出な

ければならない。  

 （育児又は介護を行う職員の超過勤務の免除）  

第15条の２ 所属長は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養

育するために請求した場合には、業務運営に支障がある場合を除き、超過勤務をさせて

はならない。ただし、災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務の必要

がある場合は、この限りでない。 

２ 所属長は、要介護者のある職員が当該要介護者の介護をするために請求した 

 場合には、業務運営に支障がある場合を除き、超過勤務をさせてはならない。ただし、

災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務の必要がある場合は、この限

りでない。  

３ 超過勤務の免除の請求に係る承認等は、所属長が行うものとする。  

４ 職員は、超過勤務の免除の請求に係る事由に変更が生じた場合は、所属長に届け出な

ければならない。  

 （育児又は介護を行う職員の超過勤務の制限）  

第15条の３ 所属長は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養

育するために請求した場合には、業務運営に支障がある場合を除き、１か月について２

４時間、１年について１５０時間を超えて、超過勤務をさせてはならない。ただし、災

害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務の必要がある場合は、この限り

でない。 

２  所属長は、要介護者のある職員が当該要介護者を介護するために請求した場合には、

業務運営に支障がある場合を除き、１か月について２４時間、１年について１５０時間

を超えて、超過勤務をさせてはならない。ただし、災害その他避けることのできない事



由に基づく臨時の勤務の必要がある場合は、この限りでない。  

３ 超過勤務の制限の請求に係る承認等は、所属長が行うものとする。  

４ 職員は、超過勤務の制限の請求に係る事由に変更が生じた場合は、所属長に届け出な

ければならない。  

          

 第４章 勤務管理  

               

 （職員に対する勤務計画の周知）  

第16条 所属長は、所属職員に対し、翌月の勤務計画を毎月末の前日までに、総務部長の

定めるところにより周知させるものとする。 

 （職員の勤務管理）  

第17条 所属長は、総務部長の定めるところにより、所属職員の勤務状況を把握し、勤務

管理を図るものとする。  

２ 所属長は、所属職員に対し、超過勤務を命じ、又は週休日に勤務を命ずる場合は、そ

の必要性の判断を適正に行うものとする。  

３ 所属長は、所属職員に対し、やむを得ず継続して長時間超過勤務を命ずる場合は、当

該超過勤務の状況を掌握するとともに、当該職員の健康管理に十分配慮するものとする。 

（勤務間インターバルの確保等） 

第17条の２ 所属長は、第５条第１項第１号及び第３号の職員について、第４条第１項か

ら第４項までの規定により正規の勤務時間を割り振り、若しくは第１０条の規定により

週休日に勤務を命じ、又は第１３条の規定により超過勤務を命ずる場合は、当該職員の

健康及び福祉を確保するために必要な終業から始業までの時間の設定その他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。ただし、業務運営に支障がある場合は、この

限りでない。 

          

 第５章 警察署における本署交替制勤務等  

               

 （本署当番及び本署当番員）  

第18条 署長（島部警察署長を除く。以下この章において同じ。）は、警部補以下の階級 

 にある者に対し、夜間及び休日等における警察事象の適正な処理を図るため、警察署に

おける当番勤務（以下「本署当番」という。）を命ずるものとする。 

２ 前項の本署当番には、警視庁被留置者留置規程（平成２６年４月１日訓令甲第               

１６号）その他別の定めによる交替制勤務以外の職員（以下「本署当番員」という。）を

もって充てるものとする。  

 （本署交替制勤務）  

第19条 本署当番を実施するための勤務（以下「本署交替制勤務」という。）は、８部交替

制勤務を基本として定めなければならない。 

２ 署長は、前項の勤務制を変更する必要がある場合は、担当方面本部長の同意を得た       

上、総務部長の承認を得なければならない。  



 （本署交替制勤務員の班編成）  

第20条 署長は、前条の勤務制に従い、本署交替制勤務員を班ごとに編成するものと           

する。  

２ 署長は、次に該当する職員については、前項の編成から除外するものとする。  

 ⑴ 負傷、病気等のため、本署当番に従事させることが適当でないと認められる者  

 ⑵ 前号のほか職員の事情により、本署当番に従事させることが適当でないと認められ

る者  

３ 署長は、次に該当する職員については、第１項の編成から除外することができる。  

 ⑴ 特別捜査本部員として捜査に従事している者  

 ⑵ 前号のほか職務の性質等から、本署当番に従事させることが適当でないと認められ

る者                

 （本署交替制勤務員の勤務時間及び本署当番の勤務交替時刻の指定）  

第21条 署長は、第２２条及び第２３条第１項の基準の範囲内で本署交替制勤務員の勤務

時間及び本署当番の勤務交替時刻（当番終了時刻及び当番開始時刻）を定めるものとす

る。この場合においては、警察業務、本署当番の任務及び事務引継ぎに支障が生じない

ようにしなければならない。  

 （本署交替制勤務員の勤務時間）  

第22条 本署交替制勤務員の勤務時間は、次の表を基準とする。 

区分 

＼ 

勤務制 

勤務時間 

(拘束時間) 

(時間．分) 

休憩時間 

(時間．分) 

正 規 の 

勤 務 時 間 

(時間．分) 

勤務開始時間 勤務終了時間 

日勤日 8.45 1.00 7.45 
原則として 

午前 8時 30 分 

原則として 

午後 5時 15 分 

本 署 

当番日 
25.00 9.30 15.30 

午前 7時 30 分

～午前 9時 30

分 

翌日の午前 8時

30 分～午前 10

時 30 分 

 

 （本署当番）  

第23条 本署当番の時間帯（以下「当番時間帯」という。）は、次の表を基準とする。 

本 署 

当 番 日 

当番時間帯 

当番開始時刻 当番終了時刻 

平日から

平 日 
午後 5時 15 分 午前 8時 30 分 

平日から

休 日 等 
午後 5時 15 分 午前 8時 30 分～午前 10時 30 分 



休日等か

ら休日等 
午前 7時 30 分～午前 9時 30 分 午前 8時 30 分～午前 10時 30 分 

休日等か

ら 平 日 
午前 7時 30 分～午前 9時 30 分 午前 8時 30 分 

備 考 
１ 休日等は、日曜日、土曜日及び休日をいう。 

２ 平日は、休日等以外の日をいう。 

２ 本署当番員の当番時間帯における任務は、次のとおりとする。  

 ⑴ 当番時間帯において認知した事件及び事故の処理  

 ⑵ 各種犯罪の予防及び検挙  

 ⑶ 文書の収受及び拾得物等の受理  

 ⑷ 火災、盗難等の予防のための庁舎内外の警備  

 ⑸ けん銃及び弾薬の保管  

 ⑹ 電話、電報、電子文書等の処理  

 ⑺ 来訪者の応接、被害者の接遇及び願届の処理  

 ⑻ 緊急な諸証明の発行  

 ⑼ 定められた鍵の保管  

 ⑽ その他警察業務の処理  

３ 当日が本署当番に該当する者の当番時間帯以外の勤務時間の勤務は、次のとおりとす

る。  

 ⑴ 平日の勤務開始時刻から午後５時１５分までの間 

   通常勤務に服すること。この場合においては、原則として警察署内において有事即

応の態勢を保持して勤務すること。  

 ⑵ 休日等の勤務開始時刻から当番開始時刻までの間 

   訓授、指示、点検、事務引継ぎその他本署当番の諸準備に当たること。  

４ 当日が本署当番の翌日（非番日）に該当する者の当番時間帯以外の勤務時間の勤 

 務は、当番時間帯に取り扱った事項の報告、事務処理等に当たるものとする。 

 （本署当番責任者等）  

第24条 署長は、毎日制勤務の警部以上の階級にある者のうちから、本署当番責任者を指

定するものとする。 

２ 署長は、必要に応じ、毎日制勤務の警部以上の階級にある者のうちから、本署当番副

責任者を指定することができる。  

３ 前２項の指定は、毎月末の前日までに行うものとする。  

４ 本署当番責任者及び本署当番副責任者（以下「本署当番責任者等」という。）に指定さ

れた日（以下この条において「本署当番責任者等指定日」という。）の勤務は、午前８時

３０分から午後５時１５分までの間を日勤勤務とし、午後５時１５分から翌日の午前８

時３０分までの間は第１２条に規定する宿直勤務とする。  

５ 前項の規定にかかわらず、本署当番責任者等指定日の翌日が勤務日等である場合の正

規の勤務時間の割振りは、次の表を基準とする。 



区分 勤務時間 

(拘束時間) 

(時間.分) 

休憩時間 

(時間.分) 

正規の 

勤務時間 

(時間.分) 

勤務開始時刻 勤務終了時刻 

本署当

番責任

者等指

定日の

日勤勤

務 

12.30 1.30 11.00 午前8時30分 午後9時00分 

本署当

番責任

者等指

定日の

翌日の

日勤勤

務 

5.00 0.30 4.30 午前7時00分 正午 

６ 本署当番責任者等指定日の翌日の午前８時３０分以降の勤務（前項の割振りを行う場

合を除く。）は、正規の勤務時間又は週休日若しくは休日における勤務とする。  

７ 署長は、本署当番責任者に指定した者が病気その他の理由により勤務できない場合     

は、他の者を本署当番責任者に指定しなければならない。  

 （本署当番責任者の任務）  

第25条 本署当番責任者の当番時間帯における任務は、次のとおりとする。  

 ⑴ 重要事件発生時の初動指揮  

 ⑵ 重要又は特異事案を取り扱った場合の関係所属及び関係機関への報告連絡  

２ 本署当番責任者は、当番時間帯において重要又は特異な事項があった場合は、直ちに

署長に報告し、その指揮を受けるものとする。  

３ 本署当番責任者は、当番時間帯に取り扱った事項を当番時間帯終了時、署長及び関係

幹部に報告しなければならない。  

４ 本署当番責任者は、当番時間帯において、本署当番及びその他の当番勤務に従事する

者（以下「当番員」という。）を指揮監督し、その責めを負うものとする。  

５ 本署当番責任者は、当番時間帯において、警察業務全般の遂行に当たり、その責めを

負うものとする。  

 （本署当番副責任者の任務）  

第26条 本署当番副責任者は、本署当番責任者を補佐し、当番員を指揮監督するものとす

る。       

 （起番責任者）  

第27条 署長は、本署当番員のうちから、当番時間帯を区切ってそれぞれ起番責任者を指

定するものとする。 

２ 起番責任者は、本署当番責任者等の命を受け、起番中において他の本署当番員を統括



し、指揮するものとする。               

 （当番時間帯の勤務の割振り）  

第28条 本署当番員の勤務の割振りは、第２１条から第２３条までの規定に基づき、署長

が定めるものとする。 

２ 本署当番における起番とは、あらかじめ署長が指定した場所において、第２３条第２

項に規定する任務を行うことをいう。  

３ 前項の規定にかかわらず、署長は、総務部長が別に定める時間帯に限り、署情を勘案

の上、本署当番における有事即応の態勢の保持に支障がないと判断した場合は、本署当

番員（起番責任者を除く。）に当該本署当番員の係の事務室において起番を行わせること

を認めることができる。  

４ 本署当番責任者等は、原則として午後１０時から翌日の午前６時までの間仮眠するこ

とができる。  

 （本署当番員の補充）  

第29条 署長は、本署当番員に欠員を生じ、又はやむを得ない事情により増員する必要が

ある場合は、毎日制勤務の警部補以下の階級にある者に対し、あらかじめ指定した日に

本署当番を命ずることができる。  

 

 第６章 当直勤務等  

   

  第１節 本部所属等の当直勤務  

            

 （当直勤務）  

第30条 本部所属等の所属長（以下「本部所属長」という。）は、必要により、毎日制勤       

務の職員（一般用務に従事する主事を除く。）に対し、第１２条に規定する宿直勤務及び

日直勤務（以下「当直勤務」という。）を命ずるものとする。  

２ 宿直勤務は、日直勤務に継続して行わせることができる。  

 （当直員）  

第31条 当直勤務を行う者（以下「当直員」という。）は、当直主任及びその他の職員             

（一般用務に従事する主事を除く。）をもって編成するものとする。  

２ 当直主任は、巡査部長以上の階級にある者（相当する警察行政職員を含む。）を               

もって充てるものとする。  

３ 当直員は、あらかじめ定められた場所において勤務するものとする。  

４ 当直勤務を命ぜられた者が病気その他の理由により勤務できない場合は、当該本部所

属長に報告しなければならない。  

 （当直員の指定）  

第32条 本部所属長は、毎月末の前日までに翌月の当直員を指定するものとする。  

２ 本部所属長は、次に該当する者については、前項の指定を行わないものとする。  

 ⑴ 負傷、病気等のため、当直勤務に従事させることが適当でないと認められる者  

 ⑵ 前号のほか職員の事情により、当直勤務に従事させることが適当でないと認められ



る者  

３ 本部所属長は、職務の性質等から、当直勤務に従事させることが適当でないと認めら

れる者について、当直勤務を免除することができる。  

４ 本部所属長は、前条第４項の報告を受けた場合は、他の当直員を指定しなければなら

ない。  

 （当直員の任務）  

第33条 当直員の任務は、次のとおりとする。  

 ⑴ 文書の収受及び拾得物等の受理  

 ⑵ 火災、盗難等の予防のための庁舎内外の警備  

 ⑶ けん銃及び弾薬の保管  

 ⑷ 電話、電報、電子文書等の処理  

 ⑸ 定められた鍵の保管  

 ⑹ その他所管業務の処理  

２ 当直員は、当直勤務時間が終了しても、次の当直勤務を行う当直員に事務の引継ぎを

終えなければ、当該当直勤務を終了してはならない。  

３ 当直主任は、当直勤務中に取り扱った事項を、当該本部所属長に報告しなければなら

ない。  

 （本部当直責任者）  

第34条 警視庁本部庁舎及び警察総合庁舎（以下「本部庁舎等」という。）については、      

庁舎管理責任者が毎月末の前日までに翌月の当直勤務中における当該本部庁舎等を統

括する責任者（以下「本部当直責任者」という。）を指定するものとする。  

２ 本部当直責任者には、本部庁舎等において勤務する警部の階級にある係長又は主査を

もって充てるものとする。  

３ 本部当直責任者は、本部庁舎等の庁舎管理責任者の命を受け、あらかじめ指定された

場所において勤務するものとする。  

４ 本部当直責任者に指定された日の勤務は、第１２条に規定する宿日直勤務とする。  

５ 本部当直責任者は、本部庁舎等において勤務する当直員及び庁舎警備に従事している

者（以下「庁舎警備員」という。）を統括指揮するものとする。  

６ 本部当直責任者は、当直勤務中に取り扱った事項を庁舎管理責任者に報告しなければ

ならない。  

７ 本部当直責任者を命ぜられた者が病気その他の理由により勤務できない場合は、庁舎

管理責任者に報告しなければならない。  

８ 庁舎管理責任者は、前項の報告を受けた場合は、他の者を本部当直責任者に指定しな

ければならない。  

 （庁内重要事件発生時の措置）  

第35条 本部当直責任者は、本部庁舎等における火災、盗難等緊急重要事件及び突発的な

本部庁舎等警備上の重要事件（以下「庁内重要事件」という。）が発生するおそれがある

場合又は発生した場合は、次の措置を講ずるものとする。 

 ⑴ 本部庁舎等において勤務する当直員及び庁舎警備員に対する必要事項の指示及び配



備を行うこと。  

 ⑵ 通信指令本部への通報及び連絡を行うこと。  

 ⑶ 関係部長及び関係所属長並びに関係機関への報告連絡を行うこと。  

 ⑷ その他必要な応急措置を行うこと。  

２ 本部庁舎等において勤務する当直員は、庁内重要事件の発生を知ったときは、必要な

処置をとるとともに、直ちに本部当直責任者に報告し、その指揮を受けるものとする。  

  

 第２節 島部警察署の宿直勤務  

 

 （宿直員の指定）  

第36条 島部警察署長（以下この節において「署長」という。）は、毎日制勤務の職員             

（一般用務に従事する主事を除く。）のうちから所要の人員を指定し、第１２条に規定す

る宿直勤務を命ずるものとする。 

２ 署長は、毎月末の前日までに翌月の宿直勤務を行う者（以下「宿直員」という。）を      

指定するものとする。  

３ 第１２条第２項第１号の規定にかかわらず、宿直員に指定された日（以下この条にお

いて「宿直指定日」という。）の翌日が勤務日等である場合の正規の勤務時間の割振りは、

次の表を基準とする。 

区分 勤務時間 

(拘束時間) 

(時間.分) 

休憩時間 

(時間.分) 

正規の 

勤務時間 

(時間.分) 

勤務開始時刻 勤務終了時刻 

宿直指

定日の

日勤勤

務 

12.30 1.30 11.00 午前8時30分 午後9時00分 

宿直指

定日の

翌日の

日勤勤

務 

5.00 0.30 4.30 午前7時00分 正午 

４ 宿直指定日の翌日の午前８時３０分以降の勤務（前項の割振りを行う場合を除く。）  

は、正規の勤務時間又は週休日若しくは休日における勤務とする。  

５ 宿直指定日が休日である場合は、第３項の規定は、適用しない。  

６ 宿直員に指定された者が病気その他の事情により勤務できない場合は、署長に報告し

なければならない。  

７ 署長は、前項の報告を受けた場合は、他の宿直員を指定しなければならない。  

 （宿直免除）  

第37条 署長は、次に該当する者については、宿直勤務を免除するものとする。  

 ⑴ 負傷、病気等のため、宿直勤務に従事させることが適当でないと認められる者  



 ⑵ 前号のほか職員の事情により、宿直勤務に従事させることが適当でないと認められ

る者  

２ 署長は、職務の性質等から、宿直勤務に従事させることが適当でないと認められる者

について、宿直勤務を免除することができる。  

 （宿直責任者）  

第38条 署長は、巡査部長以上の階級にある者から宿直責任者を指定するものとする。  

２ 宿直責任者の任務は、次のとおりとする。  

 ⑴ 宿直勤務中の責めに任ずるものとし、他の宿直員を統括し、指揮すること。  

 ⑵ 宿直勤務中重要又は特異な事項があった場合は、直ちに署長に報告して、その指揮

を受けること。  

 ⑶ 宿直勤務中に取り扱った事項は、署長に報告しなければならない。                

 （宿直員の任務）  

第39条 宿直員の任務は、緊急事案発生時の初動措置、報告、連絡等のほか、次のとおり

とする。  

 ⑴ 文書の収受及び拾得物等の受理  

 ⑵ 火災、盗難等の予防のための庁舎内外の警備  

 ⑶ けん銃及び弾薬の保管  

 ⑷ 電話、電報、電子文書等の処理  

 ⑸ 来訪者の応接、被害者の接遇及び願届の処理  

 ⑹ 緊急な諸証明の発行  

 ⑺ 定められた鍵の保管  

 ⑻ その他警察業務の処理                

 （宿直員の勤務の割振り）  

第40条 宿直員の勤務の割振りは、署長が定めるものとする。  

２ 宿直勤務における起番とは、あらかじめ署長が指定した場所において、前条に規定す

る任務を行うことをいう。  

  

    第７章 服装  

               

 （警察官の服装）  

第41条 警察官は、制服をもって勤務するものとする。ただし、次の者は私服とする。 

 ⑴ 総務部 

  ア 企画課副総監秘書係、同課庁務第一係、同課庁務第二係、東京都公安委員                        

会室、警視総監秘書室、警視庁犯罪被害者支援室及び警視庁取調監督室の職員  

  イ 警視庁情報公開センターの職員  

  ウ 広報課広報第一係（会計担当を除く。）、同課広報第二係、同課広報第三係、同課

広聴第一係、同課広聴第二係、同課広聴第三係及び警視庁広報センター（警察参考

室を除く。）の職員  

  エ 警視庁会計監査室の職員  



  オ 施設課管財第一係、同課管財第二係及び同課用地係の職員  

 ⑵ 警務部  

  ア 人事第二課採用推進係の職員  

  イ 訟務課の職員  

  ウ 厚生課待機寮第二係の職員のうち、寮務主任及び寮務副主任並びに警視庁職員相

談支援センターの職員  

  エ 警視庁柔道指導室、警視庁剣道指導室、警視庁逮捕術指導室及び警視庁通訳セン

ターの職員  

 ⑶ 交通部  

  ア 交通執行課即決第一係、同課即決第二係、同課即決第三係、同課捜査第一係及び

同課捜査第二係の職員  

  イ 交通捜査課の職員  

  ウ 駐車対策課滞納処分係及び同課追跡捜査係の職員  

 ⑷ 警備部  

  ア 警備第一課警備情報第一係、同課警備情報第二係、同課警備情報第三係、同課警

備連絡係、同課警備現場第一係、同課警備現場第二係及び警視庁危機管理室の職員  

  イ 警備第二課警備対策係、同課警備装備第一係、同課警備装備第二係及び爆発物対

策係の職員  

  ウ 警衛課の職員  

  エ 警護課（警視庁総理大臣官邸警備隊を除く。）の職員  

 ⑸ 地域部  

   警視庁鉄道警察隊特務係の職員  

 ⑹ 公安部  

   各課、サイバー攻撃対策センター及び警視庁公安機動捜査隊の職員  

 ⑺ 刑事部  

   各課、警視庁科学捜査研究所、警視庁捜査支援分析センター及び警視庁機動捜査隊

の職員 

 ⑻ 生活安全部  

   各課及び警視庁生活安全特別捜査隊の職員  

 ⑼ 組織犯罪対策部  

   各課及び警視庁組織犯罪対策特別捜査隊の職員  

 ⑽ 方面本部等  

  ア 警視庁第一方面本部の職員のうち、公安を担当する職員  

  イ 特殊詐欺対策本部の職員のうち、本部長及び副本部長を除く職員  

  ウ サイバーセキュリティ対策本部の職員のうち、本部長及び副本部長を除く職員  

 ⑾ 警視庁本部の課、部の附置機関、警察学校及び方面本部の庶務担当のうち、所属長

が特に指定する職員  

 ⑿ 警察署（島部警察署を除く。）  

  ア 刑事課長、生活安全課長、組織犯罪対策課長、外事課長、刑事組織犯罪対策課長



及び刑事生活安全組織犯罪対策課長 

  イ 警備課課長代理（公安及び外事担当）、刑事課課長代理、生活安全課課長代理、        

組織犯罪対策課課長代理、刑事組織犯罪対策課課長代理及び刑事生活安全組織犯罪

対策課課長代理  

  ウ 交通捜査係、公安係、外事係、情報係、刑事総務係、強行犯捜査係、知能犯捜査

係、盗犯捜査係、鑑識係、防犯係、生活安全相談係、保安係、生活経済係、生活環

境係、少年係、組織犯罪対策係、暴力団対策係、暴力犯捜査係及び銃器薬物対策係

の職員 

エ 東京空港警察署交通総務係（交通捜査担当）、同署捜査係及び同署防犯少年係の   

職員 

 ⒀ 島部警察署（小笠原警察署を除く。） 

   警備係（公安及び情報担当）、捜査係、防犯係及び組織犯罪対策係の巡査部長及び       

巡査  

２ 前項第１２号のアに規定する課長及び同号のイに規定する課長代理が、本署当番責任

者等に当たる場合において、当該当番時間帯は、制服をもって勤務するものとする。  

３ 所属長は、勤務の性質により必要があるときは、前２項の規定にかかわらず、臨時に

私服又は制服で勤務させることができる。ただし、制服勤務員を常時私服で勤務させよ

うとするときは、総務部長の承認を受けるものとする。  

 （警察行政職員の服装）  

第42条 警察行政職員は、適宜の服装をもって勤務するものとする。ただし、別の定めが

あるものは、所定の服装とする。 

           

 第８章 警察署における監督  

               

 （部下職員に対する幹部の責務）  

第43条 署長及び幹部（巡査部長以上の階級にある警察官をいう。以下同じ。）は、警察     

運営の適正を期するため、部下職員に対し必要な指揮命令及び指導を行うとともに、規

律の保持及び職務遂行の適否を監督し、その責めを負わなければならない。  

 （信条）  

第44条 幹部は、常にその職責を自覚し、次の事項を信条として指導監督に当たらなけれ

ばならない。  

 ⑴ 知徳技能を練磨し、幹部としての資質の向上に努めること。  

 ⑵ 公平を旨とし、かりにも私情によってその措置を誤ることのないようにすること。  

 ⑶ 部下の指導育成に意を用い、わずかな善行、功労であってもこれを推賞し、士気の

高揚を図ること。この場合における巡査部長たる幹部の行う部下の指導育成は、自ら

実践することを主眼とする。  

 ⑷ 誠意と温情をもって部下に接し、非違過失に対しては、その原因、情状等を考察            

し、事後の補足指導に努めること。  

 ⑸ 幹部相互の協力と融和を図るとともに、事務能率の向上に努めること。  



 （監督上の留意事項）  

第45条 幹部は、部下の監督を行うに当たっては、おおむね次の事項に留意しなければな

らない。  

 ⑴ 規律の厳否  

 ⑵ 勤務の勉否と職務執行の適否  

 ⑶ 応接の適否  

 ⑷ 注意の厚薄及び報告連絡の適否  

 ⑸ 事務処理の適否と書類簿冊の取扱い及び保存の適否  

 ⑹ 被留置者及び保護者取扱いの適否  

 ⑺ 講学、体技修得の勉否  

 ⑻ 備品の保管、給貸与品の保存及び消耗品使用の適否  

 ⑼ 庁舎、交番、駐在所その他諸施設の維持管理の適否  

 ⑽ 火気取扱いの適否  

 ⑾ 健康状態、行状の良否その他身上関係  

 ⑿ 部下監督の適否  

 （幹部会議）  

第46条 署長は、毎月１回以上幹部会議を開催し、署務及び監督の統一改善を図らなけれ

ばならない。この場合、署長は、審議内容を勘案して、出席者の範囲を指定することが

できる。  

２ 署長は、前項の幹部会議を開催するときは、事前に担当方面本部長に報告するものと

する。         

 （運営重点推進計画）  

第47条 署長は、あらかじめ翌月の運営重点を定め、これを推進するための運営重点推進

計画を幹部会議等の議を経て作成し、これを監督上の指標として明示しなければならな

い。  

２ 幹部は、前項の指標に基づき、周密な計画の下に監督を行い、実績の挙揚に努めなけ

ればならない。                

 （監督範囲及び連絡協調）  

第48条 幹部（署長の指定する者を除く。）は、必要ある場合は、担当以外の職員につい     

ても監督を行わなければならない。  

 （留置施設の巡視）  

第49条 幹部（捜査を担当する者及び署長の指定する者を除く。）は、随時留置施設を巡    

視し、留置担当官の勤務について監督しなければならない。               

 （監督事項の報告）  

第50条 幹部は、監督上重要又は特異な事項があることを知ったときには、担当の部下職

員であると否とにかかわらず直ちに署長に報告しなければならない。 

 （署長の報告）  

第51条 署長は、監督上重要又は特異な事項があることを知ったときは、警務部長及び担

当方面本部長に報告しなければならない。                



 （主任以上の警察行政職員に対する準用）  

第52条 第４３条（部下職員に対する幹部の責務）、第４４条（信条）、第４５条（監督上

の留意事項）、第４６条（幹部会議）、第４７条第２項（運営重点推進計画）、第４８条（監

督範囲及び連絡協調）及び第５０条（監督事項の報告）の規定は、警察署に勤務する主

任以上の職にある警察行政職員に準用する。ただし、法令により警察官の固有の権限と

されている職務の執行に関しては、この限りでない。  

           

 第９章 本部所属等における監督 

               

 （本部所属等の職員に対する監督）  

第53条 この規程中第４３条（部下職員に対する幹部の責務）、第４４条（信条）、第４５

条（監督上の留意事項）、第４８条（監督範囲及び連絡協調）、第５０条（監督事項の報

告）及び前条ただし書（主任以上の警察行政職員の警察官に対する指揮監督の限界）の

規定は、本部所属等に勤務する巡査部長以上の警察官並びに主任以上の警察行政職員に

これを準用する。 

           

第１０章 補則 

               

 （任務の遂行）  

第54条 職員は、警視庁警察署地域警察運営規程（昭和４４年１０月１５日訓令甲第２８

号）等別に定めのあるもののほか、この規程により勤務し、上司の指揮監督の下に任務

を遂行しなければならない。  

２ 職員は、任務の遂行に当たっては、互いに緊密な連携の下に協力しなければなら 

 ない。                

 （報告）  

第55条 職員は、職務に関して取り扱った事項等については、その性質に従い文書又は口

頭をもって、速やかに上司に報告しなければならない。                

 （所在の明示）  

第56条 職員は、勤務中常にその所在を明らかにしておかなければならない。  

２ 職員は、勤務中用務のためその場所を離れるときは、上司に報告し、上司が不在のと

きは、他の者に告知する等の処置を講じて、その行き先を明らかにしておかなければな

らない。  

３ 休憩時間中においてもその場所を離れようとするときは、前項によりその所在を明ら

かにしておかなければならない。               

 （事故の取扱い）  

第57条 職員は、所定勤務外において事故を取り扱ったときは、所轄警察署長又は最寄り

の交番等に引き継ぐ等の処置を講じ、その旨を所属長に報告しなければならない。               

 （規程の特例）  

第58条 所属長は、次の場合は、総務部長の承認を受けなければならない。  



 ⑴ 特別の事情により、この規程と異なる運用をする場合  

 ⑵ 内規を定めて交替制勤務を行う場合  

 ⑶ 前号の内規を改正する場合  

      

   附 則 

 この訓令は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年８月訓令甲第２８号） 

 この訓令は、平成１２年８月１８日から施行する。 

附 則（平成１２年１０月訓令甲第３３号） 

 この訓令は、平成１２年１１月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月訓令甲第１０号） 

 この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月訓令甲第１３号） 

 この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年５月訓令甲第１９号） 

 この訓令は、平成１３年６月１日から施行する。 

附 則（平成１３年６月訓令甲第２２号） 

 この訓令は、平成１３年７月１日から施行する。 

附 則（平成１３年６月訓令甲第２４号） 

 この訓令は、平成１３年７月１日から施行する。 

附 則（平成１３年９月訓令甲第３５号） 

 この訓令は、平成１３年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１４年３月訓令甲第１０号） 

 この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年３月訓令甲第１８号） 

 この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年４月訓令甲第２０号） 

 この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年９月訓令甲第３８号） 

 この訓令は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月訓令甲第１６号） 

 この訓令は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年４月訓令甲第１８号） 

 この訓令は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月訓令甲第５号） 

 この訓令は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年４月訓令甲第１１号） 

 この訓令は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年９月訓令甲第２４号） 



 この訓令は、平成１７年１０月３日から施行する。 

附 則（平成１７年１２月訓令甲第３４号） 

 この訓令は、平成１８年１月１日から施行する。 

附 則（平成１８年５月訓令甲第１５号） 

 この訓令は、平成１８年６月１日から施行する。 

附 則（平成１９年５月訓令甲第１８号） 

 この訓令は、平成１９年６月１日から施行する。 

附 則（平成１９年１２月訓令甲第３６号） 

 この訓令は、平成２０年１月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１月訓令甲第１号） 

 この訓令は、平成２０年２月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月訓令甲第３号） 

 この訓令は、平成２０年３月３１日から施行する。 

附 則（平成２０年５月訓令甲第１６号） 

 この訓令は、平成２０年７月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月訓令甲第３号） 

 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月訓令甲第１８号） 

 この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年６月訓令甲第２４号） 

 この訓令は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月訓令甲第３号） 

 この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年９月訓令甲第１２号） 

 この訓令は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２４年９月訓令甲第２３号） 

 この訓令は、平成２４年９月１５日から施行する。 

附 則（平成２６年１月訓令甲第２号） 

 この訓令は、平成２６年１月２４日から施行する。 

附 則（平成２６年４月訓令甲第１７号） 

 この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月訓令甲第１１号） 

 この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１２月訓令甲第３４号） 

 この訓令は、平成２９年１月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１月訓令甲第１号） 

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。        

   附 則（平成２９年２月訓令甲第３号）  

 （施行期日）  



１ この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、同年２月１

７日から施行する。  

 （準備行為）  

２ この訓令による改正後の警視庁警察職員勤務規程第１１条第２項の規定に基づく出勤

時刻を変更した勤務に関し必要な請求、承認その他の手続は、この訓令の施行の日前に

おいても行うことができる。 

附 則（平成２９年３月訓令甲第１２号） 

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年９月訓令甲第２９号） 

 この訓令は、平成２９年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年３月訓令甲第２号）  

 （施行期日）  

１ この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。  

 （準備行為）  

２ この訓令による改正後の警視庁警察職員勤務規程に基づく本署交替制勤務を定めるた

めの必要な手続その他の準備行為は、この訓令の施行の日前においても行うことができ

る。 

附 則（平成３０年６月訓令甲第１５号） 

 この訓令は、平成３０年７月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月訓令甲第６号） 

 この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年８月訓令甲第２６号） 

 この訓令は、令和元年９月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月訓令甲第２７号） 

 この訓令は、令和元年１０月１日から施行する。 

   附 則（令和元年１２月訓令甲第３６号）  

 （施行期日）  

１ この訓令は、令和２年１月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この訓令の施行の際、この訓令による改正前の警視庁警察職員勤務規程第１１条第２

項の訓令に基づく出勤時刻を変更した勤務は、この規定による改正後の警視庁警察職員

勤務規程（以下「改正後の規程」という。）第１１条第２項の規定に基づく出勤時刻を変

更した勤務とみなす。  

３ 改正後の規程第１１条第２項の規定に基づく出勤時刻を変更した勤務に関し必要な請

求、承認その他の手続は、この訓令の施行の日前においても行うことができる。 

附 則（令和２年１２月訓令甲第２１号） 

 この訓令は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月訓令甲第７号） 

 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 



附 則（令和４年３月訓令甲第５号） 

 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月訓令甲第７号） 

 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月訓令甲第１２号） 

 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１０月訓令甲第２８号） 

 この訓令は、令和４年１１月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月訓令甲第１０号）  

１ この訓令は、令和５年４月１日から施行する。  

２  地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「改正法」という。）

附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員（以下「暫定再任用短時間勤

務職員」という。）は、この訓令による改正後の警視庁警察職員の休日、休暇等に関する

規程第８条第２項、警視庁警察職員勤務規程第４条第１項及び警視庁警察署地域警察運

営規程第９条第２項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなす。  

３  改正法附則第４条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「暫定再

任用職員」という。）又は暫定再任用短時間勤務職員は、この訓令による改正後の警視庁

職員の人事評価に関する規程第６条第３号及び元職員に対する特定非違行為の審査及

び退職手当等の支給制限等に関する事務取扱規程第３条第１号に規定する定年前再任

用短時間勤務職員とみなす。  

４  定年退職予定者等が改正法附則第４条第１項若しくは第２項若しくは第６条第１項

若しくは第２項の規定による採用選考を受験する場合、又は同法附則第４条第３項若し

くは第６条第３項の規定による任期の更新に係る選考を受験する場合は、この訓令によ

る改正後の警視庁職員の職務に専念する義務の免除に関する規程第４条第６号及び警

視庁職員の給与の減額の免除に関する規程第４条第７号の退職予定者が定年前再任用

短時間勤務職員の採用選考を受験する場合とみなす。 

附 則（令和５年９月訓令甲第２６号） 

 この訓令は、令和５年１０月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月訓令甲第１１号） 

 この訓令は、令和６年３月２４日から施行する。 

附 則（令和６年４月訓令甲第２０号） 

 この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 

   附 則（令和７年３月訓令甲第７号） 

１ この訓令は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、同年３月３１ 

日から施行する。 

２ この訓令による改正後の警視庁警察職員の休日、休暇等に関する規程（以下「休日休 

暇規程」という。）第１６条の３（この訓令による改正後の警視庁会計年度任用職員の勤 

務時間、休暇等に関する規程（以下「改正後の会計年度任用職員勤務時間規程」という。） 

第１９条において準用する場合を含む。）に規定する子どもの看護等休暇並びに休日休 



暇規程第２１条の３及び改正後の会計年度任用職員勤務時間規程第２８条に規定する 

子育て部分休暇に係る申請等並びにこの訓令による改正後の警視庁警察職員勤務規程 

第１５条の２に規定する育児又は介護を行う職員の超過勤務の免除に係る請求等は、こ 

の訓令の施行の日前においても行うことができる。 

   

    


